
【令和 6 年度 事業報告】 

 

平成 27 年（2015 年）に奨学⾦給付事業を開始してより、令和 6 年度（2024 年）で 11 回も

の奨学⾦給付事業を実施し、多くの⻘少年に奨学⾦を給付してきた。 

この間、世界では社会環境が⼤きく変わり、地球温暖化を始め、⺠族や領⼟・歴史や⽂化の違

いや、特徴的な物の考え⽅・⾒⽅の相違などから各国の主義主張が強調されるなど、国際間にお

ける多くの課題が明らかになってきたと考える。 

このような中、わが国では、教育の指針を⼀部修正し、国際社会における持続可能な社会の構

築を掲げ、国際バカロレアを活⽤しながら国際的に活躍する⼈材育成を⽬指すことを明確にした

といえる。このことは、当財団設⽴趣旨である「国際間で活躍する⼈材の育成」や「若者のゆめ

の実現」に沿うものであり、海外の教育機関において学びへの挑戦をする者に対しての⽀援とな

っていると考える。しかしながら、現在の国内を⾒ると、⾼校⽣及び⼤学⽣・院⽣等の貧困が⼤

きく取上げられるなど、海外での学び以前の課題解決に向けて⽀援する必要性も出てきている。 

この課題解決に向けて、令和 6 年度事業ではこれまでの類型を⾒直し、⾼校⽣に対して「Ｂ型

修学⽀援」を創設、⼜令和 7 年度事業について、より⼀層「⻘少年の健全育成」に寄り添った内

容とするため、⼤学⽣に対する⽀援の⽅策を検討する等、奨学⾦給付事業がより充実した内容と

なるべく、各種会議において意⾒交換を⾏った。 

令和 6 年度の会議及び奨学⽣の詳細については、以下のとおりである。 

 

１ 事業⽬的 

基本⽅針である「国際的に活動するグローバルリーダーの輩出」を⽬指し、⾃⼰の可能性に 

積極的に挑戦しようとする⻘少年の「ゆめの実現」を⽀援するため「奨学⾦給付事業」を実施 

した。 

２ 会議の開催 

⑴   理事会（6 回開催） 

・令和 5 年度事業報告及び令和 5 年度決算報告（5/16） 

・第 6 期理事⻑の選任について（6/6） 

・令和６年度奨学⽣の決定（7/26）  

・奨学⾦給付事業の変更について（11/6） 

・令和７年度事業計画及び収⽀予算（1/27） 

・令和７年度奨学⽣募集要項（書⾯による会議 2/21） 

・評議員会開催に係る件（5/16、1/27） 

⑵   評議員会（2 回開催） 

・令和 5 年度事業報告及び令和 5 年度決算報告について（6/6） 

・任期満了に伴う役員等（第 6 期理事・第 3 期評議員・第 3 期監事）の選任ほか（6/6） 

  ・令和７年度事業計画及び収⽀予算ほか（2/17） 



⑶   選考委員会（３回開催） 

 ・奨学⽣応募者の選考（7/23、7/26） 

・奨学⽣募集要項の⾒直し（書⾯による会議催 2/17） 

 

３ 奨学⾦給付事業について 

⑴  奨学⾦給付事業の類型を「A 型留学・研修」、「B 型修学⽀援」、「C 型その他」とした。 

⑵  奨学⽣募集は、令和６年広島国泰寺⾼等学校鯉城同窓会奨学⽣募集要項に従い、募集を⾏っ

た。 

⑶   奨学⽣の決定は、選考委員会による書類審査及び⾯接を経て理事会において、別紙のとお 

り「A 型留学・研修 3 名」、「B 型修学⽀援 3 名」の計６名を奨学⽣として認定し、奨学⾦を 

給付した。 

 

４ 広報について 

⑴ HP（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）の活⽤ 

※これまで、奨学⽣募集要項は紙ﾍﾞｰｽで配布することにより周知を図ってきた。 

理事会において、昨今の情報収集に係る環境は、スマートフォンやパソコン等の 

電⼦媒体のものが多く、経費削減の観点からも電⼦による情報提供に切り替えること

が協議され、評議員会において検討した結果、「令和６年奨学⽣募集要項」をデータ

配信とし、HP に掲載した。 

 

・令和 7 年度に向けて HP のﾘﾆｭｰｱﾙを⾏い、令和 7 年３⽉ 19 ⽇に HP にアップした。 

URL︓https://kokutaiji-r.com 

 

５ 経営及び運営基盤の整備 

⑴  公益⽬的事業（奨学⾦給付事業）の安定的実施を図るための⽅策を協議した。 

・「ゆめ応援資産」への寄附依頼を幅広く⾏った。 

・奨学⾦給付事業の充実を図るため、令和 7 年度奨学⾦給付事業類型の⾒直しを⾏った。 

・給付事業類型を従来の 3 類型から 4 類型「Ａ型留学・研修」、「Ｂ型修学⽀援」、「C 型⼤ 

学進学⽀援」、「D 型その他」に変更することとし、内閣府に事業変更認定届を提出し、令 

和 6 年度末に承認された。 

⑵  各種会議（理事会、評議員会、選考委員会）の充実を⽬指した。 

・会議の開催に関し、on-line での会議出席を可能とし幅広い意⾒を聴取できるようにした。 

・会議案内及び会議資料の送付等を含む各種連絡について、メールを活⽤し、経費の削減を 

図った。 

⑶  ホームページを業者委託し、リニューアルした。 

⑷  国内外の社会情勢の動向に注視し、幅広い情報収集及び情報交換を実施した。 


